
岩手県林地開発審査基準 

                 令和５年３月 31日付け 森保第 1538 号 

                                 最終改正 令和８年４月 30日付け 森保第 134 号 

 

 この審査基準は、開発行為の許可にあたって確認等が必要な一般的事項及び技術的な細

部事項又は適用の考え方を定めたものである。 

 森林法（昭和 26年法律第 249 号。以下「法」という。）第 10 条の２の林地開発行為の許

可に係る審査基準は、法、森林法施行令（昭和 26 年政令第 276 号）、森林法施行規則（昭

和 26 年農林省令第 54 号。以下「規則」という。）、森林法施行規則の規定に基づき、申請

書等の様式を定める件（昭和 37 年農林省告示第 851 号）、森林法施行細則（昭和 53 年岩手

県規則第 73 号）、岩手県林地開発許可制度実施要綱（平成 10 年２月 24 日森保第 1411 号）

別記 1 林地開発許可申請書類作成基準、別記２林地開発許可技術基準によるほか、次の要

件を満たすものであること。 

 なお、地域森林計画において林産物の搬出方法を特定する必要があるものとして定めら

れている森林及び市町村森林整備計画において公益的機能別施業森林区域内に存する森林

における開発行為は、法第 10条の２第２項各号のいずれかに該当する場合が多いと考えら

れるので、その審査は特に慎重に行うこと。 

 

第１ 一般的事項 

申請の手続きについて、申請書及び添付書類の内容が次の事項の要件に適合してい

ること。 

１  開発計画の具体性 

開発行為に関する計画内容の具体性について、次のとおり確認するものとする。 

(1) 設計方針及び設計図書の工種、工法、規模、数量等が適正であること。 

(2) 数量等の根拠データが審査項目に適合していること。 

(3) 具体的な施行工程が立てられていること。 

(4) 許可後は、遅滞なく許可申請書に基づき事業が実施されると認められ、また、完

了後においても許可申請書に基づく土地利用が行われること。 

(5) 申請書に必要な添付図面は、次のとおりとする。 

ア  位置図 

開発行為に係る森林の位置を明示した縮尺５万分の１以上の地形図とする。 

イ 区域図 

区域図は、①開発行為をしようとする森林の区域及び開発行為に係る森林の



土地の区域、②それらの区域を明示するに必要な範囲内において都道府県界、

市町村界、市町村の区域内の町又は字の境界並びに③それらの区域に係る土地

の地番及び形状を明示した縮尺５千分の１以上の図面とする。 

(6) 計画書の内容は、次のとおりとする。 

ア  開発行為に係る事業又は施設の名称 

イ  開発行為をしようとする森林の面積 

ウ  現況図（地形、林況、開発行為をしようとする森林の周辺の人家又は公共施

設の位置を示す図面） 

エ  流域現況図（流域の地形、土地利用の実態、河川の状況（河川の位置、開発

に伴い増加するピーク流量を安全に流下させることができない地点の位置等)等

を示す図面） 

オ  利用計画図（切土、盛土、捨土等行為の形態別の施行区域の位置、法面の位

置、施設又は工作物の種類毎の位置及び残置し又は造成する森林又は緑地の区

域を示す図面） 

カ  法面の断面図（法面の高さ、勾配、土質、施行前の地盤面及び法面保護の方

法を示す図面）並びに切土、盛土又は捨土の工法及び土量 

キ  防災施設等設計図（擁壁、えん堤、排水路、導水路、貯水池、洪水調節池等

の構造を示す図面）及び設計根拠（仮設の施設を設置する場合は、その内容に

ついても記述すること。） 

ク  建築物等の概要図 

ケ  残置する森林又は緑地の地番及び面積、造成する森林又は緑地の面積、植栽

樹種、植栽本数等並びにそれらの維持管理方法（残置し又は造成する森林又は

緑地についての権原の取得状況を証する書類、地方公共団体等との間における

保全に関する協定等を添付すること。） 

コ  一時的利用の場合には、利用後の原状回復方法 

サ  開発行為の施行工程（仮設の施設を設置する場合は、その内容についても記

述すること。） 

シ  開発行為に係る事業の全体計画及び期別計画の概要 

ス  防災施設の維持管理方法（開発完了後の維持管理方法についても記載するこ

と。） 

セ  その他参考となる事項 

 

 

 

 

 

 



２  土地の権利者の同意 

事業区域内の土地について、権利を有する者の同意書又は契約書を得ているか次の 

とおり確認するものとする。 

(1) 土地を使用する権利等 

所有権、地上権、地役権、賃借権、土地使用承諾、土地使用賃借契約等について

は不動産登記簿、公正証書、契約書等により確認すること。 

(2) 所有権には、次のような他人の土地を使用する権利が設定されていることがある

ので確認すること。 

ア  用益物権(一定の目的のために使用するための権利) 

地上権、地役権、永小作権、賃借権、採石権、鉱業権等  

イ  担保物権(債権を保全するための権利) 

抵当権、根抵当権、留置権、質権、先取特権等 

 

３ 他法令等による許認可等 

開発行為又は開発行為に係る事業の実施について、他の行政庁の免許、許可、認可

その他の処分を必要とする場合には、当該処分がなされているか又は当該申請に係

る申請の状況を確認するものとする。 

(1) 関係法令 

環境影響評価法、国土利用計画法、土壌汚染対策法、自然公園法、自然環境保全

法、岩手県自然環境条例、鳥獣保護管理法、県立自然公園条例、文化財保護法、都

市計画法、宅地造成及び特定盛土等規制法、農業振興地域の整備に関する法律、廃

棄物の処理及び清掃に関する法律、採石法、砂利採取法、鉱業法、河川法、道路法、

農地法、国有財産法等及び地方公共団体の条例等に基づく環境影響評価手続きの状

況等 

(2)  確認方法 

具体的な確認は、次により行うものとする。 

ア 許認可等を受けている場合 

許認可書等の写しが添付されていること。 

イ 許認可書等の申請書が提出されている場合 

(ｱ)  許認可申請書等の写しが添付されていること。 

(ｲ)  許認可等を行う行政機関名、当該申請書の収受年月日及び手続状況が明ら

かであること。 

ウ 許認可書等の申請書が未提出の場合 



(ｱ)  許認可申請等を行う行政機関名及び経由機関名を明らかにすること。 

(ｲ) 当該申請書の提出予定年月日及び関係行政機関との打合せ経緯を明らかに

すること。 

 

４  資力及び信用 

申請者が開発行為を行うために必要な資力及び信用について、次のとおり確認する

ものとする。 

(1) 資金計画書 

(2) 資金の調達について証する書類 

 自己資金は、預金残高証明書、借入金は融資証明書等、 開発事業の資金調達方

式が、会員権・販売収入又はプロジェクトファイナンス方式（事業の生み出す収益

等を唯一の借入金返済原資とする資金調達方式）等によるものの場合は、特に防災

施設工事に係る資金の調達の確実性を確認するとともに、資金収支計画書又は事業

関係者間の関係等（資本系列、取引対象）を確認できる資料を資金の調達方法に応

じて添付すること。 

(3) 貸借対照表、損益計算書等の法人の財務状況や経営状況を確認できる資料 

(4) 納税証明書 

(5)  事業経歴書 

(6) 法人の場合は、法人登記事項証明書及び定款 

(7) 法人以外の場合は、住民票、代表者の氏名並びに規約等当該団体の組織及び運営

に関する定めを確認できる資料 

(8) 申請者が未成年、成年被後見人、被補佐人等の場合には、原則として法定代理人

等の意見 

(9) 防災措置を講ずるために必要な能力を証する書類 

    林地開発許可申請書の「開発行為の施行体制」に記載した施行者のうち、防災施

設の設置に関わる者に関する以下の書類を確認すること。 

ア 建設業法許可書（土木工事業） 

イ  事業経歴書   

ウ 預金残高証明書 

エ 納税証明書 

オ  事業実施体制を示す書類（職員数、主な役員、技術者名等） 

カ 林地開発に係る施工実績を示す書類（監督処分及び行政指導があった場合は、

その対状況を含む。） 



(10) 誓約書 

    森林法第 10 条の３第１項の規定による開発行為の中止又は復旧に必要な行為を

すべき旨の命令を受けており、かつ、これに従っていない者に該当しないことを誓

約する書類。 

 

５ 申請時点で防災施設の施行者が決定していない場合等、上記(9)の書類を提出する

ことが困難な場合には、申請時に施行者の決定方法や時期、求める施行能力について

記載した書類を提出させるとともに、着手前までに正規の確認書類を提出すること

についての確約書を提出させ、許可条件に付す等の方法により確認すること。 

 

６ 上記１～５に掲げる書類のほか、開発行為の目的、態様等に応じて岩手県知事が必

要と認める書類を添付するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第２ 技術的基準（法第 10 条の２第２項各号関係） 

（災害の防止、水害の防止、水の確保、環境の保全） 

 

１ 災害の防止（法第 10条の２第２項第１号関係） 

当該開発行為をする森林の現に有する土地に関する災害の防止の機能からみて、当

該開発行為により当該森林の周辺の地域において土砂の流出又は崩壊その他の災害を

発生させるおそれがないこと。 

 

【1-1 切土、盛土、捨土関係】 

(1) 開発行為が原則として現地形に沿って行われること及び開発行為による土砂の

移動量が必要最小限度であることが明らかであること。 

なお、その利用形態からみて土砂の移動が周辺に及ぼす影響が比較的大きいと認

められるスキー場の滑走コースに係る切土量は１ヘクタール当たりおおむね 1,000

立方メートル以下、ゴルフ場の造成に係る切土量、盛土量はそれぞれ 18 ホール当

たりおおむね 200 万立方メートル以下とする。 

(2)  切土、盛土又は捨土を行う場合には、その工法が法面の安定を確保するものであ

ること及び捨土が適切な箇所で行われること並びに、切土、盛土又は捨土を行った

後に法面を生ずるときはその法面の勾配が地質、土質、法面の高さからみて崩壊の

おそれのないものであり、かつ、必要に応じて小段又は排水施設の設置その他の措

置が適切に講ぜられることが明らかであること。 

ア 工法等は次によるものであること。 

(ｱ) 切土は、原則として階段状に行う等法面の安定が確保されるものであるこ

と。 

(ｲ) 盛土は、必要に応じて水平層にして順次盛り上げ、十分締固めが行われる

ものであること。 

(ｳ)  土石の落下による下斜面等の荒廃を防止する必要がある場合には、柵工の

実施等の措置が講ぜられていること。 

(ｴ) 大規模な切土又は盛土を行う場合には、融雪、豪雨等により災害が生ずる

おそれのないように工事時期、工法等について適切に配慮されていること。 

イ 切土は次によるものであること。 

(ｱ)  法面の勾配は、地質、土質、切土高、気象及び近傍にある既往の法面の状

態等を勘案して、現地に適合した安定なものであること。 

(ｲ) 土砂の切土高が 10メートルを超える場合には、原則として、高さ５メート



ルないし 10 メートルごとに小段を設置するほか、必要に応じ排水施設を設置

する等崩壊防止の措置が講ぜられていること。 

(ｳ) 切土を行った後の地盤に滑りやすい土質の層がある場合には、その地盤に

すべりが生じないように杭打ちその他の措置が講ぜられていること。 

ウ 盛土は、次によるものであること。 

(ｱ) 法面の勾配は、盛土材料、盛土高、地形、気象及び近傍にある既往の法面の

状態等を勘案して、現地に適合したものであること。 

(ｲ) 一層の仕上がり厚は 30センチメートル以下とし、その層ごとに締固めが行

われること。 

(ｳ)  盛土高が５メートルを超える場合には、原則として５メートルごとに小段

が設置されるほか、必要に応じて排水施設が設置される等崩壊防止の措置が講

ぜられていること。 

(ｴ)  盛土が、すべり、ゆるみ、沈下し、又は崩壊するおそれがある場合には、

盛土を行う前の地盤の段切り、地盤の土の入れ替え、埋設工の施工、排水施設

の設置等の措置が講ぜられていること。 

エ 捨土は、次によるものであること。 

(ｱ)  捨土は、土捨場を設置し、土砂の流出防止措置を講じて行われるものであ

ること。この場合における土捨場の位置は、急傾斜地、湧水の生じている箇所

等を避け、人家又は公共施設との位置関係を考慮の上設定されているものであ

ること。 

(ｲ) 法面の勾配の設定、締固めの方法、小段の設置、排水施設の設置等は、盛土

に準じて行われ、土砂の流出のおそれのないものであること。 

【1-2 擁壁、法面関係】 

(3) 切土、盛土又は捨土を行った後の法面の勾配が、(2)によることが困難である若

しくは適当でない場合又は周辺の土地利用の実態からみて必要がある場合には、

擁壁の設置その他の法面崩壊防止の措置が適切に講ぜられることが明らかである

こと。 

なお、周辺の土地利用の実態からみて必要がある場合とは、人家、学校、道路

等に近接し、かつ、次のア又はイに該当する場合をいう。ただし、土質試験等に

基づき地盤の安定計算をした結果、法面の安定を保つために擁壁等の設置が必要

でないと認められる場合には、これに該当しない。 

ア 切土により生ずる法面の勾配が 30 度(約 1.7 割)より急で、かつ、高さが２メ

ートルを超える場合。ただし、硬岩盤である場合又は次の(ｱ)若しくは(ｲ)のいず



れかに該当する場合はこの限りではない。 

(ｱ) 土質が表１の左欄に掲げるものに該当し、かつ、土質に応じた法面の勾配

が同表中欄の角度以下のもの。 

(ｲ) 土質が表１の左欄に掲げるものに該当し、かつ、土質に応じた法面の勾配

が同表中の角度を超え、同表右欄の角度以下のもので、その高さが５メート

ル以下のもの。この場合において(ｱ)に該当する法面の部分により上下に分離

された法面があるときは、(ｱ)に該当する法面の部分は存在せず、その上下の

法面は連続しているものとみなす。 

表１ 

土      質 
擁壁等を要しない 

勾配の上限 

擁壁等を要する 

勾配の上限 

軟岩(風化の著しいものを除く) 60 度 80 度 

風化の著しい岩 40 度 50 度 

砂利、真砂土、関東ローム、硬質粘

土、その他これに類するもの 
35 度 45 度 

イ 盛土により生ずる法面の勾配が 30 度(約 1.7 割)より急で、かつ、高さが１メ

ートルを超える場合。 

ウ 擁壁の構造は、次によるものであること。 

(ｱ) 土圧、水圧及び自重（以下「土圧等」という。）によって擁壁が破壊されな

いこと。 

(ｲ) 土圧等によって擁壁が転倒しないこと。この場合において、安全率は 1.5

以上であること。 

(ｳ) 土圧等によって擁壁が滑動しないこと。この場合において、安全率は 1.5

以上であること。 

(ｴ) 土圧等によって擁壁が沈下しないこと。 

(ｵ) 擁壁には、その裏面の排水を良くするため、適正な水抜穴が設けられてい

ること。 

(4)  切土、盛土又は捨土を行った後の法面が、雨水、渓流等により浸食されるおそれ

がある場合には、法面保護の措置が講ぜられていること。 

なお、法面保護は、次により行われるものであること。 

ア 植生による保護（実播工、伏工、筋工、植栽工等）を原則とし、植生による保



護が適さない場合又は植生による保護だけでは法面の侵食を防止できない場合

には、人工材料による適切な保護（吹付工、張工、法枠工、柵工、網工等）が行

われるものであること。 

工種は、土質、気象条件等を考慮して決定され、適期に施行されるものである

こと。 

イ 表面水、湧水、渓流等により法面が侵食され又は崩壊するおそれがある場合に

は、排水施設又は擁壁の設置等の措置が講ぜられるものであること。 

この場合における擁壁の構造は(3)ウによるものであること。 

【1-3 えん堤関係】 

(5) 開発行為に伴い相当量の土砂が流出する等の下流地域に災害が発生するおそれ

がある区域が事業区域に含まれる場合には、開発行為に先行して十分な容量及び

構造を有するえん堤等の設置、森林の残置等の措置が適切に講ぜられることが明

らかであること。 

なお、えん堤等の設置は、次により行われるものであること。 

ア えん堤等の容量は、次の(ｱ)及び(ｲ)により算定された開発行為に係る土地の区

域からの流出土砂量を貯砂し得るものであること。 

(ｱ) 貯砂能力は、表２による流出土砂量を見込んだ量とすること。 

表２ 流出土砂量 

区分 地表の状況 １ha当り流出土砂量(ｍ３／年) 

流出 多 全面的に侵食のおそれがある場合 600 

 〃  中 多でも少でもない場合 400 

 〃  少 特に目立った表面侵食のおそれがない場合 200 

皆伐地帯・草地等 15 

択伐地 2 

普通の林地 1 

(ｲ) 工事完了後の流出土砂量については、人家その他公共施設の近くについて

は５年間以上、その他の地区については、３年間以上の期間により想定され

た流出土砂量とし、流出土砂量以上の貯砂能力とすること。 

イ えん堤等の設置箇所は、極力土砂の流出地点に近接した位置であること。 

ウ えん堤等の構造は、林野庁長官が別に定める「治山技術基準」によるものであ

ること。 

エ 「災害が発生するおそれがある区域」については、表３に掲げる区域を含む土

地の範囲とし、その考え方については、災害の特性を踏まえ、次の(ｱ)(ｲ)を目安

に現地の荒廃状況に応じて判断すること。 



なお、表３に掲げる区域以外であっても、同様のおそれがある区域については

「災害が発生するおそれがある区域」に含めることができる。 

(ｱ) 山腹崩壊や急傾斜地等の崩壊、地すべりに関する区域については、土砂災

害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律(平成 12 年法律

第 57 号。以下「土砂災害防止法」という。)の土砂災害警戒区域の考え方を

基本とすること。 

(ｲ) 土石流に関する区域については、土石流の発生の危険性が認められる渓流

を含む流域全体を基本とすること。ただし、土石流が発生した場合において、

地形の状況により明らかに土石流が到達しないと認められる土地の区域を除

く。 

表３ 

区域の名称 根拠とする法令等 

砂防指定地 砂防法 

急傾斜地崩壊危険区域 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律 

地すべり防止区域 地すべり等防止法 

土砂災害警戒区域 土砂災害防止法 

災害危険区域 建築基準法 

山腹崩壊危険地区 

山地災害危険地区調査要領 地すべり危険地区 

崩壊土砂流出危険地区 

オ なだれ危険箇所に係る森林を事業区域に含む場合についても、開発区域に先行

して周囲へのなだれ防止措置について検討し、必要な措置を講じること。 

カ 上記の検討結果を整理し、必要な措置の内容について計画書に必要な事項を記

載すること。 

【1-4 排水施設関係】 

(6) 雨水等を適切に排水しなければ災害が発生するおそれがある場合には、十分な能

力及び構造を有する排水施設が設けられることが明らかであること。 

なお、排水施設の能力及び構造は、次によるものであること。 

ア 排水施設の断面は、次によるものであること。 

(ｱ) 安全率は 1.2 倍以上とするが、周囲の状況から林道施設等に影響が及ぶお

それのある場合の排水施設の断面は、計画流量の排水が可能になるように表

４に示す安全率の余裕をみて定められていること。 

 

 



表４ 安全率 

工種 安全率 備考 

管渠 3.0～ 流木除け又は土砂止め施設を設ける場合は 2.0～ 

開渠 1.2～  

 

(ｲ)  排水施設計画に用いる雨水流出量 

（原則として次の合理式により算出されていること。） 

               1 
Ｑ＝    ・ｆ・ｒ・Ａ 

        360 

                            Ｑ＝流出量(ｍ３／sec) 

                            ｆ＝流出係数 

                            ｒ＝降雨強度(㎜／hour) 

                             Ａ＝集水面積(ha) 

(ｳ) 流出係数は表５を参考として定められていること。 

面積加重平均したものを採用すること。 

表５ 

区分 

地表状態 

浸透能小 浸透能中 浸透能大 

(山岳地) (丘陵地) (平坦地) 

林 地 0.6～0.7 0.5～0.6 0.3～0.5 

草 地 0.7～0.8 0.6～0.7 0.4～0.6 

耕 地 － 0.7～0.8 0.5～0.7 

裸 地 1.0 0.9～1.0 0.8～0.9 

太陽光パネル設置箇所 1.0 0.9～1.0 0.9 

(ｴ)  降雨強度は、表６の単位時間内の 10 年確率で想定される強度とされている

こと。ただし、人家等の人命に関わる保全対象が事業区域に隣接している場

合など排水施設の周囲にいっ水した際に保全対象に大きな被害を及ぼすこと

が見込まれる場合については、20年確率で想定される雨量強度を用いるほか、

水防法(昭和 24 年法律第 193 号)第 15 条第１項第４号のロ又は土砂災害防止

法第８条第１項４号でいう要配慮者利用施設等の災害発生時の避難に特別の

配慮が必要となるような重要な保全対象がある場合は、30 年確率で想定され

る雨量強度を用いること。 

表６ 

 

 

 

 

 

集水区域面積 単位時間 

50ha 以下 10 分 

100ha 以下 20 分 

500ha 以下 30 分 

 



(ｵ) 本県の降雨強度式は表７のとおりとする。 

表７ 降雨強度式 

降雨強度式は、「岩手県雨量統計解析報告書」より求めるものとする。 

区域 確率年 降雨強度式（Cleveland 式） 

  標準流達時間（分）当た

り 

  降雨強度（mm/h） 

10 分 20 分 30 分 

盛岡 

10 507.32 ／ （ｔ＾ 0.59 ＋ 0.774 ） 108.8 76.5 61.8 

20 561.40 ／ （ｔ＾ 0.58 ＋ 0.661 ） 125.8 88.5 71.5 

30 578.15 ／ （ｔ＾ 0.57 ＋ 0.545 ） 135.7 95.4 77.1 

50 605.34 ／ （ｔ＾ 0.56 ＋ 0.451 ） 148.3 104.3 84.4 

100 651.22 ／ （ｔ＾ 0.55 ＋ 0.382 ） 165.7 116.8 94.7 

宮古 

10 363.57 ／ （ｔ＾ 0.46 ＋ 0.505 ） 107.3 81.3 68.8 

20 342.05 ／ （ｔ＾ 0.42 ＋ 0.096 ） 125.5 94.6 80.1 

30 313.17 ／ （ｔ＾ 0.39 － 0.155 ） 136.2 102.3 86.7 

50 292.40 ／ （ｔ＾ 0.36 － 0.337 ） 149.6 112.3 95.4 

100 262.37 ／ （ｔ＾ 0.32 － 0.527 ） 168.0 126.1 107.4 

大船渡 

10 550.49 ／ （ｔ＾ 0.55 ＋ 1.187 ） 116.3 86.3 71.7 

20 615.70 ／ （ｔ＾ 0.55 ＋ 1.054 ） 133.8 98.5 81.6 

30 652.17 ／ （ｔ＾ 0.55 ＋ 0.980 ） 144.0 105.6 87.3 

50 698.67 ／ （ｔ＾ 0.55 ＋ 0.908 ） 156.8 114.5 94.4 

100 761.28 ／ （ｔ＾ 0.55 ＋ 0.829 ） 173.9 126.4 104.0 

一関 

10 774.61 ／ （ｔ＾ 0.67 ＋ 2.910 ） 102.1 74.8 61.1 

20 820.78 ／ （ｔ＾ 0.66 ＋ 2.425 ） 117.3 85.1 69.2 

30 824.78 ／ （ｔ＾ 0.65 ＋ 2.071 ） 126.1 90.8 73.7 

50 837.95 ／ （ｔ＾ 0.64 ＋ 1.746 ） 137.1 98.0 79.3 

100 816.18 ／ （ｔ＾ 0.62 ＋ 1.177 ） 152.7 107.6 86.7 

二戸 

10 611.81 ／ （ｔ＾ 0.63 ＋ 2.496 ） 90.5 67.2 55.5 

20 536.68 ／ （ｔ＾ 0.58 ＋ 1.283 ） 105.5 77.0 63.3 

30 488.71 ／ （ｔ＾ 0.55 ＋ 0.712 ） 114.7 82.7 67.8 

50 424.74 ／ （ｔ＾ 0.51 ＋ 0.116 ） 126.7 89.9 73.5 

100 333.66 ／ （ｔ＾ 0.45 － 0.499 ） 143.9 99.6 81.0 

久慈 

10 814.65 ／ （ｔ＾ 0.59 ＋ 5.548 ） 86.3 71.4 62.7 

20 1,089.16 ／ （ｔ＾ 0.59 ＋ 7.315 ） 97.2 82.7 73.8 

30 1,292.14 ／ （ｔ＾ 0.59 ＋ 8.595 ） 103.5 89.4 80.6 

50 1,919.20 ／ （ｔ＾ 0.62 ＋ 13.181 ） 110.6 98.0 89.6 

100 4,671.95 ／ （ｔ＾ 0.72 ＋ 33.809 ） 119.6 110.0 102.9 



遠野 

10 1,547.46 ／ （ｔ＾ 0.78 ＋ 10.847 ） 91.7 73.0 61.8 

20 3,352.92 ／ （ｔ＾ 0.89 ＋ 25.599 ） 100.5 83.9 72.5 

30 5,386.05 ／ （ｔ＾ 0.96 ＋ 42.046 ） 105.3 90.1 78.9 

50 10,335.85 ／ （ｔ＾ 1.06 ＋ 81.726 ） 110.9 97.8 87.2 

100 28,185.10 ／ （ｔ＾ 1.22 ＋ 221.846 ） 118.2 108.2 98.8 

千厩 

10 968.04 ／ （ｔ＾ 0.69 ＋ 5.212 ） 95.8 73.8 61.8 

20 1,288.55 ／ （ｔ＾ 0.72 ＋ 6.602 ） 108.7 84.5 70.9 

30 1,451.76 ／ （ｔ＾ 0.73 ＋ 7.126 ） 116.2 90.5 76.0 

50 1,645.34 ／ （ｔ＾ 0.74 ＋ 7.592 ） 125.7 98.1 82.3 

100 1,903.33 ／ （ｔ＾ 0.75 ＋ 8.110 ） 138.6 108.3 90.9 

注）  岩手県雨量統計解析報告書（令和７年４月）（以下「報告書」という。）による。 

なお、標準流達時間 10 分及び 30 分当たりの降雨強度は報告書によるものとし、20

分当たりの降雨強度は上記降雨強度式により算定するものとする。 

岩手県雨量統計解析報告書が更新された場合は、最新のものを参照すること。 

 

(ｶ) 雨水のほか、土砂等の流入が見込まれる場合又は排水施設の設置箇所から

みて、いっ水による影響の大きい場合にあっては、排水施設の断面は、必要

に応じて(ｱ)に定めるものより大きく定められていること。 

(ｷ)  洪水調整池の下流に位置する排水施設については、洪水調整池からの許容放流

量を安全に流下させることができる断面とすること。 

(ｸ) 流速は、原則として次のマニング式により求めるものとし、粗度係数は表８を

参考とする。 

            １ 
         Ｖ＝   ・Ｒ2／3・Ｉ1／2     Ｑ＝Ａ・Ｖ 
            ｎ 

        Ｖ＝流速(ｍ／sec)        Ｑ＝流量(ｍ３／sec) 

          ｎ＝粗度係数           Ａ＝流水断面積(㎡) 

 
                  Ａ           

Ｒ＝径深(ｍ)      ＝      Ｖ＝流速(ｍ／sec) 
                  Ｐ  

Ｉ＝水路勾配(％) 

 



表８ 粗度係数 

排水施設の種類 粗度係数ｎ 

素掘り 

土 0.020～0.025 

砂礫 0.025～0.040 

岩盤 0.025～0.035 

現場施行 

セメントモルタル 0.011～0.013 

コンクリート 0.013～0.018 

粗石 
練積 0.015～0.030 

空積 0.013～0.035 

工場製品 

遠心力鉄筋コンクリート管 0.011～0.014 

コンクリート管 0.012～0.016 

コルゲートパイプ 0.016～0.025 

イ 排水施設の構造等は、次によるものであること。 

(ｱ) 排水施設は、立地条件等を勘案して、その目的及び必要性に応じた堅固で

耐久力を有する構造であり、漏水が最小限度となるよう措置されていること。 

(ｲ) 排水施設のうち暗渠である構造の部分には、維持管理上必要なます
・ ・

又はマ

ンホールの設置等の措置が講ぜられていること。 

(ｳ) 放流によって地盤が洗堀されるおそれがある場合には、水叩きの設置その

他の措置が講ぜられていること。 

(ｴ) 排水施設は、排水量が少なく土砂の流出又は崩壊を発生させるおそれがな

い場合を除き、排水を河川等又は他の排水施設まで導くよう計画し、当該河

川等又は他の排水施設等の管理者の同意を得ているものであること。 

【1-5 洪水調節池関係（１）】 

(7) 下流の流下能力を超える水量が排水されることにより災害が発生するおそれが

ある場合には、洪水調整池等の設置その他の措置が適切に講ぜられることが明らか

であること。 

ア 森林地域において開発が行われると流出係数の増加及び排水施設の整備によ

り雨水の流下集中が早くなるため、洪水到達時間が短縮されることにより、洪水

時のピーク流量が増大することが想定される。 

このため、下流の既設の排水施設や河川等の流下能力を高める必要があるが、

やむを得ない事情により改修等ができない場合には、洪水調節池を設置するも

のとする。 

イ 洪水調節池等の設置は、次によるものであること。 

(ｱ) 洪水調節容量は、下流における流下能力を考慮の上、30 年確率で想定され



る降雨強度における開発中及び開発後のピーク流量を開発前のピーク流量以

下にまで調節できるものであること。ただし、河川管理者から 50年確率で想

定される雨量強度に対応する洪水調節池の設置を求められる場合には、雨量

強度を 50年確率とする。その他、特に指示があった場合はその指示に従うこ

と。 

また、流域の地形、地質、土地利用の状況等に応じて必要な堆砂量が見込ま

れていること。 

なお、「下流における流下能力を考慮の上」とは、開発行為の施行前におい

て既に３年確率で想定される雨量強度におけるピーク流量が下流における流

下能力を超えるか否かを調査の上、必要があれば、この超える流量も調節で

きる容量とする趣旨である。 

洪水調整池の調節容量には必要な堆砂量を見込むこととし、設計堆砂量は

(5)えん堤等による。 

(ｲ)  ピーク流量の算出はラショナル式とすること。 

(ｳ)  余水吐の能力は、コンクリートダムにあっては 200 年確率で想定される雨

量強度におけるピーク流量の 1.2 倍以上、フィルダムにあってはコンクリー

トダムのそれの 1.2 倍以上であること。 

(ｴ) 洪水調節の方式は、原則として自然放流方式であること。やむを得ず浸透

型施設として整備する場合には、尾根部や原地形が傾斜地である箇所、地す

べり地形である箇所又は盛土箇所等浸透した雨水が土砂の流出・崩壊を助長

するおそれがある箇所には設置しないこと。 

(ｵ) 洪水調整池等を設置し、既設の排水施設又は河川等に排水する場合は、あ

らかじめその管理者と十分連絡調整の上、河川管理者の同意書を添付するこ

と。 

(ｶ)  用水路等を経由して河川等に排水を導く場合であって、洪水調整池を設置

するよりも用水路等の断面を拡大することが効率的なときには、当該用水路

等の管理者の同意を得た上で、開発者の負担で用水路等の断面を大きくする

ことをもって洪水調整池の設置に代えることができる。 

(ｷ)  洪水調節池の構造等については、「防災調節池等技術基準(案)」（(社)日本

河川協会）等を参考とする。 

(ｸ)  洪水調節容量及び余水吐の能力の設計に適用する降雨強度については、(6)

の表７、(7)(ｱ)及び(ｳ)による。 

【1-6 仮設防災池の設置等】 

(8)  開発行為の施行に当たって、災害の防止のために必要なえん堤、排水施設、洪水

調節池等について仮設の防災施設を設置する場合は、全体の施行工程において具体



的な箇所及び施行時期を明らかにするとともに、仮設の防災施設の設計は本設のも

のに準じて行うこと。 

【1-7 防災施設の維持管理】 

(9) 開発行為の完了後においても整備した排水施設や洪水調節池等が十分に機能を

発揮できるよう土砂の撤去や豪雨時の巡視等の完了後の維持管理方法について明

らかにすること。 

【1-8 その他の災害の防止】 

(10) 飛砂、落石、なだれ等の災害が発生するおそれがある場合には、静砂垣又は落

石若しくはなだれ防止柵の設置その他の措置が適切に講ぜられることが明らかで

あること。 

【1-9 都市計画法等の基準の適合判断】 

(11)  1-1 から 1-8 にかかわらず、開発行為が都市計画法（昭和 43年法律第 100 号）

第 29条第１項又は第２項の許可を要する場合は同法第 33 条第１項第７号の基準

に、宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和 36 年法律第 191 号）第 12 条第１項の

許可を要する場合は同法第 13 条第１項の基準に、同法第 30 条第１項の許可を要

する場合は同法第 31 条第１項の基準に適合することをもって、法第 10 条の２第

２項第１号の基準に適合するものとする。ただし、これらの基準のうちに 1-1 か

ら 1-8 に定める同号の基準に満たない部分がある場合には、当該部分については、

この限りではない。 

 

２ 水害の防止（法第 10条の２第２項第１号の２関係） 

当該開発行為をする森林の現に有する土地に関する水害の防止の機能からみて、当

該開発行為により当該機能に依存する地域における水害を発生させるおそれがない

こと。 

【洪水調節池関係（２）】 

開発行為をする森林の現に有する水害の防止の機能に依存する地域において、当該開

発行為に伴い増加するピーク流量を安全に流下させることができないことにより水害が

発生するおそれがある場合には、洪水調整池の設置その他の措置が適切に講ぜられること

が明らかであること。 

ア 洪水調節池等の設置は、次によるものであること。 

(ｱ) 洪水調節容量は、当該開発行為をする森林の下流において当該開発行為に

伴いピーク流量が増加することにより当該下流においてピーク流量を安全に

流下させることができない地点が生ずる場合には、当該地点での 30 年確率で

想定される雨量強度における開発中及び開発後のピーク流量を開発前のピー



ク流量以下までに調節できるものであること。 

ただし、河川管理者から 50 年確率で想定される雨量強度に対応する洪水調

節池の設置を求められる場合には、雨量強度を 50年確率とする。その他、特

に指示があった場合は、その指示に従うこと。 

また、流域の地形、土地利用の状況に応じて必要な堆砂量が見込まれてい

ること。 

なお、安全に流下させることができない地点が生じない場合には１の(7)の

イの(ｱ)によるものであること。 

※ ｢開発行為によりピーク流量が増加するか否かの判断は、当該下流のうち、当該開発

に伴うピーク流量の増加率が１％以上増加する範囲とし、「ピーク流量を安全に流下で

きない地点」とは、当該開発行為をする森林の下流の流下能力からして、30 年確率で

想定される雨量強度におけるピーク流量を流下させることができない地点のうち、原

則として当該開発行為による影響を最も強く受ける地点とする。 

ただし、当該地点の選定に当たっては、当該地点の河川等の管理者の同意を得てい

るものであること。 

(ｲ) 余水吐の能力は、１の(7)のイの(ｳ)によるものであること。 

(ｳ) 洪水調節の方式は、１の(7)のイの(ｵ)によるものであること。 

(ｴ)  用水路等を経由して河川等に排水を導く場合であって、洪水調整池を設置

するよりも用水路等の断面を拡大することが効率的なときには、当該用水路

等の管理者の同意を得た上で、開発者の負担で用水路等の断面を大きくする

ことをもって洪水調整池の設置に代えることができる。 

(ｵ) 第２の１の規定に基づく洪水調整池等の設置を併せて行う必要がある場合

には、法第 10 条の２第２項第１号及び同項第１号の２のそれぞれの技術細則

を満たすよう設置すること。 

(ｶ)  洪水調節容量及び余水吐の能力の設計に適用する雨量強度については(ｱ)

によるほか、開発行為を行う流域の河川整備基本計画において、降雨量の設

定に当たって気候変動を踏まえた地域区分ごとの降雨量変化倍率を採用して

いる場合には、洪水調節容量の計算に当該降雨量変化倍率を用いることがで

きる。 

(ｷ)  開発行為の施行に当たって、水害の防止のために必要な洪水調節池等につ

いて仮設の防災施設を設置する場合は、全体の施行工程において具体的な箇

所及び施行時期を明らかにするとともに、仮設の防災施設の設計は本設のも

のに準じて行うこと。 



(ｸ)  開発行為の完了後においても整備した洪水調節池等が十分に機能を発揮で

きるよう土砂の撤去や豪雨時の巡視等の完了後の維持管理方法について明ら

かにすること。 

(ｹ)  (ｱ)から(ｸ)にかかわらず、開発行為が都市計画法（昭和 43 年法律第 100 

号）第 29 条第１項又は第２項の許可を要する場合は同法第 33 条第１項第７

号の基準に、宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和 36年法律第 191 号）第 12

条第１項の許可を要する場合は同法第 13 条第１項の基準に、同法第 30 条第

１項の許可を要する場合は同法第 31 条第１項の基準に適合することをもっ

て、法第 10 条の２第２項第１号の基準に適合するものとする。ただし、これ

らの基準のうちに(ｱ)から(ｸ)に定める同号の基準に満たない部分がある場合

には、当該部分については、この限りではない。 

 

３ 水の確保（法第 10条の２第２項第２号関係） 

当該開発行為をする森林の現に有する土地に関する水源のかん養の機能からみて、

当該開発行為により当該機能に依存する地域における水の確保に著しい支障を及ぼ

すおそれがないこと。 

(1)  他に適地がない等によりやむを得ず飲用水、かんがい用水等の水源として依存し

ている森林を開発行為の対象とする場合で、周辺における水利用の実態等からみて

必要な水量を確保するため必要があるときには、貯水池又は導水路の設置その他の

措置が講ぜられることが明らかであること。 

なお、導水路の設置その他の措置が講ぜられる場合には、取水する水源に係る河

川管理者等の同意を得ている等水源地域における水利用に支障を及ぼすおそれの

ないものであること。 

(2) 周辺における水利用の実態からみて土砂の流出による水質の悪化を防止する必

要がある場合には、沈砂池の設置、森林の残置その他の措置が適切に講ぜられるこ

とが明らかであること。 

 

４ 環境の保全（法第 10条の２第２項第３号関係） 

当該開発行為をする森林の現に有する土地に関する環境の保全の機能からみて、当

該開発行為により当該森林の周辺の地域における環境を著しく悪化させるおそれが

ないこと。 

(1)  開発行為をしようとする森林の区域に開発行為に係る事業の目的、態様、周辺に

おける土地利用の実態等に応じ相当面積の残置し、若しくは造成する森林又は緑地

(以下「残置森林」という。)の配置が適切に行われることが明らかであること。 



ア  相当面積の残置森林等の配置については、森林又は緑地を現況のまま保全する

ことを原則とし、やむを得ず一時的に土地の形質を変更する必要がある場合に

は、速やかに伐採前の植生回復を図ることを原則として森林又は緑地が造成さ

れるものであること。 

この場合において、残置森林等の面積の事業区域内の森林面積に対する割合は、

表９の残置森林率又は森林率によるものとする。 

また、残置森林等は、表９の森林の配置等により開発行為の規模及び地形に応

じて事業区域内の周辺部及び施設等の間に適切に配置されていること。 

なお、表９に掲げる開発行為の目的以外の開発行為については、その目的、態

様、社会的経済的必要性、対象となる土地の自然条件等に応じ、表９に準じて適

切に措置されていること。 

表９ 

開発行為の目的 残置森林率又は森林率 森 林 の 配 置 等 

別荘地の造成 

 

 

 

 残置森林率はおおむ

ね 60 パーセント以上と

する。 

1 原則として周辺部に幅おおむね 30 メートル以

上の残置森林又は造成森林を配置する。 

2 １区画の面積はおおむね 1,000 平方メートル

以上とし、建物敷等の面積はその 30 パーセン

ト以内とする。 

スキー場の造成  残置森林率はおおむ

ね 60 パーセント以上と

する。 

1 原則として周辺部に幅おおむね 30 メートル以

上の残置森林又は造成森林を配置する。 

2 滑走コースの幅はおおむね 50 メートル以内と

し､複数の滑走コースを並列して設置する場合

はその間の中央部に幅おおむね 100 メートル以

上の残置森林を配置する。 

3 滑走コースの上、下部に設けるゲレンデ等は

１箇所当たりおおむね５ヘクタール以下とす

る。また、ゲレンデ等と駐車場との間には幅お

おむね 30 メートル以上の残置森林又は造成森

林を配置する。 

ゴルフ場の造成  森林率はおおむね 50

パーセント以上（残置

森林率はおおむね 40 パ

ーセント以上）とす

る。 

1 原則として周辺部に幅おおむね 30 メートル以

上の残置森林又は造成森林（残置森林幅は原則

としておおむね 20 メートル以上）を配置す

る。 

2 ホール間に幅おおむね 30 メートル以上の残置

森林又は造成森林（残置森林幅はおおむね 20

メートル以上）を配置する。 



宿泊施設､レジ

ャー施設の設置 

 

 

 

 

 森林率はおおむね 50

パーセント以上(残置森

林率はおおむね 40 パー

セント以上)とする。 

1 原則として周辺部に幅おおむね 30 メートル以

上の残置森林又は造成森林を配置する。 

2 建物敷の面積は事業区域の面積のおおむね 40

パーセント以内とし、事業区域内に複数の宿泊

施設を設置する場合は極力分散させるものとす

る。 

3 レジャー施設の開発行為に係る１箇所当たり

の面積はおおむね５ヘクタール以下とし、事業

区域内にこれを複数設置する場合は､その間に

幅おおむね 30 メートル以上の残置森林又は造

成森林を配置する。 

工場､事業場の

設置 

 

 

 

 

 

 

 

 森林率はおおむね 25

パーセント以上とする 

  

1 事業区域内の開発行為に係る森林の面積が 20

ヘクタール以上の場合は原則として周辺部に幅

おおむね 30 メートル以上の残置森林又は造成

森林を配置する。これ以外の場合にあっても極

力周辺部に森林を配置する。 

2 開発行為に係る１箇所当たりの面積はおおむ

ね 20 ヘクタール以内とし、事業区域内にこれ

を複数造成する場合は､その間に幅おおむね 30

メートル以上の残置森林又は造成森林を配置す

る。 

工場､事業場の 

設置（太陽光発

電設備の設置） 

次項「第３ 太陽光発電設備の設置を目的とした開発行為について」に

て別途記載のとおり 

住宅団地の造成  森林率はおおむね 20

パーセント以上（緑地

を含む）とする。 

1 事業区域内の開発行為に係る森林の面積が 20

ヘクタール以上の場合は原則として周辺部に幅

おおむね 30 メートル以上の残置森林又は造成

森林・緑地を配置する。これ以外の場合にあっ

ても極力周辺部に森林・緑地を配置する。 

2 開発行為に係る１箇所当たりの面積はおおむ

ね 20 ヘクタール以内とし、事業区域内にこれ

を複数造成する場合は､その間に幅おおむね 30

メートル以上の残置森林又は造成森林・緑地を

配置する。 

土石等の採掘 

 

 

 

 1 原則として周辺部に幅おおむね 30 メートル以

上の残置森林又は造成森林を配置する。 

2 採掘跡地は必要に応じ埋め戻しを行い､緑化及

び植栽する。また、法面は可能な限り緑化し小

段平坦部には必要に応じ客土等を行い植栽す

る。 



(注) 1 開発行為の目的等については以下のとおり取扱うものとする。 

(1)  別荘地とは、保養等非日常的な用途に供する家屋等を集団的に設置しようとす

る土地を指すものとする。 

(2) ゴルフ場とは､地方税法等によるゴルフ場の定義以外の施設であっても、利用

形態等が通常のゴルフ場と認められる場合は、これに含め取扱うものとする。 

(3) 宿泊施設とは、ホテル､旅館、ペンション､保養等専ら宿泊の用に供する施設及

びその付帯施設を指すものとする。なお、リゾートマンション､コンドミニアム

等所有者等が複数となる建築物等もこれに含め取扱うものとする。 

(4) レジャー施設とは、総合運動公園、遊園地、動・植物園、サファリパーク､レ

ジャーランド等の体験娯楽施設その他の観光、保養等の用に供する施設を指すも

のとする。 

(5) 工場､事業場とは、製造､加工処理､流通等産業活動に係る施設を指すものとす

る。 

(6) 学校教育施設､病院､産業廃棄物処理施設等は工場・事業場の基準を､ゴルフ練

習場はゴルフ場と一体のものを除き宿泊施設・レジャー施設の基準をそれぞれ適

用するものとする。 

2 １事業区域内に異なる開発行為の目的に区分される複数の施設が設置される場合

には､それぞれの施設ごとに区域区分を行い、それぞれの開発行為の目的別の基準

を適用するものとする。 

この場合、残置森林等は区分された区域ごとにそれぞれ配置することが望まし

いが、施設の配置計画からみてやむを得ないと認められる場合には、施設の区域

界におおむね 30 メートルの残置森林等を配置するものとする。 

3  工場・事業場及びレジャー施設の設置については、１箇所当たりの面積がそれ

ぞれおおむね 20 ヘクタール以下、おおむね５ヘクタール以下とされているが、施

設の性格上施設の機能を確保することが著しく困難と認められる場合には、その

必要の限度においてそれぞれ 20 ヘクタール、５ヘクタールを超えて設置すること

もやむを得ないものとする。 

4  スキー場の「ゲレンデ等」とは、滑走コースの上､下部のスキーヤーの滞留場所

であり、リフト乗降場、レストハウス等の施設用地を含む区域をいう。 

5  工場､事業場及び住宅団地の「１箇所当たりの面積」とは、当該施設又はその集

団を設置するための開発行為に係る土地の区域面積を指すものとする。 

6 「残置森林率」とは、残置森林（残置する森林）のうち若齢林(15 年生以下の森

林)を除いた面積の事業区域内の森林の面積に対する割合をいう。 

7 「森林率」とは、残置森林及び造成森林（植栽により造成する森林であって硬岩

切土面等の確実な成林が見込まれない箇所を除く。）の面積の事業区域内の森林の

面積に対する割合をいう。森林率は、森林以外の土地に造林する場合も算定の対

象として差し支えないが、上記のように成林の見込みのないものは対象としない



 

 

 

 

 

 

 

ものとする。 

ただし、住宅団地の造成の場合には、これらの土地について緑地として取り扱

って差し支えない。 

 

図－１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ  造成森林については、必要に応じ植物の生育に適するよう表土の復元、客土

等の措置を講じ、地域の自然的条件に適する原則として樹高１メートル以上の

高木性樹木を、表 10 を標準として均等に分布するよう植栽するものとする。 

なお、修景効果を併せ期待する造成森林にあっては、できるだけ大きな樹木を

植栽するよう努めるものとする。     

また、１メートル未満の樹木を使用する場合はあらかじめ協議するものとする。 

表 10 

 

 

 

 

 

 

ウ 道路の新設､改築又は畑地､草地の造成の場合であって、その土地利用上の実

態から見て森林を残置し又は造成することが不適当であると認められる場合は､

残置森林又は造成森林の配置が行われないこととして差し支えない。 

(2)  騒音、粉じん等の著しい影響の緩和、風害等から周辺の植生の保全等の必要が

ある場合には、開発行為をしようとする森林の区域内の適切な箇所に必要な森林

の残置又は、必要に応じた造成が行われることが明らかであること。 

植栽 

樹高 

植栽本数 

(ha 当り) 

植栽間隔 

(均一の場合) 

1ｍ 2,000 本 約 2m20cm 

2ｍ 1,500 本 約 2m50cm 

3ｍ 1,000 本 約 3m10cm 

凡 例 30m 

30m 30m 

30m 

30m 30m 

30m 

農地等 

森林地域 

：事業区域 

：開発行為をしようとする 

：開発行為に係る森林区域 

：造成森林区域 

：残置森林区域 



なお、「周辺の植生の保全等」には、貴重な動植物の保護を含むものとする。 

また、「必要に応じた造成」とは、必要に応じて複層林を造成する等安定した群

落を造成することを含むものとする。 

(3) 景観の維持に著しい支障を及ぼすことのないように適切な配慮がなされており、

特に市街地主要道路等から景観を維持する必要がある場合には、開発行為により生

ずる法面を極力縮小するとともに、可能な限り法面の緑化を図り、また、開発行為

に係る事業により設置される施設の周辺に森林を残置し若しくは造成し又は木竹

を植栽する等の適切な措置が講ぜられることが明らかであること。 

なお、特に土砂の採取、道路の開設等の開発行為について、景観の維持上問題を

生じることのないよう開発行為の対象地（土捨場を含む）の選定、法面の縮小又は

緑化、森林の残置又は造成、木竹の植栽等の措置につき適切な配慮がされているこ

と。 

(4)  残置森林等が善良に維持管理されることが明らかであること。残置森林等につい

ては、申請者が権原を有していることを原則とし、地方公共団体との間で残置森林

等の維持管理につき協定が締結されていることが望ましいが、この場合において、

開発行為をしようとする森林の区域内に残置し又は造成した森林については、森林

の公益的機能の発揮のために確保されるべきものであることから、開発行為は原則

許可しないものとし、保安林制度等の適切な運用によりその保全又は形成に努める

こと。 

また、事業区域内に残置し又は造成した森林については、地域森林計画の対象

とすることを原則とし、市町村等との維持管理協定等の締結、除間伐等の保育、

疎林地への植栽等適切な施業の実施等について、また、残置し又は造成した森林

の立地条件、保全上の特性等を踏まえ、必要に応じて残置森林等の保全又は形成

に資する関係制度の活用についても検討するものとする。 

さらに、残置森林率等の基準は、施設の増設、改良を行う場合にも適用される

ものであり、事業者から施設の増設等に係る開発許可の申請があった場合は、残

置森林等の面積等が基準を下回らないと認められるものに限って許可を行うもの

とする。 

なお、別荘地の造成等開発行為の完了後に売却・分譲等が予定される開発にお

ける残置森林等については、分譲後もその機能が維持されるよう適切に管理すべ

きことを売買契約に当たって明記すること。 

 

 

 

 



第３ 太陽光発電設備の設置を目的とした開発行為について 

太陽光発電施設の設置を目的とした開発行為については、「第１一般的事項」及び

「第２技術的基準」によるほか、次の事項によるものとする。 

 

１ 事業終了後の措置 

太陽光発電事業終了後の土地利用の計画が立てられており、太陽光発電事業終了後

に開発区域について原状回復等の事後措置を行うこととしている場合は、当該許可

を行う際に、植栽等、設備撤去後に必要な措置を講ずることについて、申請者に指導

するとともに、土地所有者との間で締結する当該土地使用に関する契約に、太陽光発

電事業終了後、原状回復等する旨を盛り込むことを申請者に対して促すこと。 

以上の措置は、太陽光発電設備に係る開発区域が太陽光発電事業終了後に原状回復

等したときに、当該区域を地域森林計画対象森林への再編入を検討することをあら

かじめ考慮して行うこと。 

 

２ 災害を発生させるおそれに関する事項 

1 自然斜面への設置について 

太陽光発電施設の開発行為が、原則として現地形に沿って行われること及び開発

行為による土砂の移動量が必要最小限度であることが明らかであることを原則と

した上で、太陽光発電施設を自然斜面に設置する区域の平均傾斜度が 30 度以上で

ある場合には、土砂の流出又は崩壊その他の災害防止の観点から、可能な限り森林

土壌を残した上で、擁壁又は排水施設等の防災施設を確実に設置することとする。

ただし、太陽光発電設備を設置する自然斜面の森林土壌に、崩壊の危険性の高い不

安定な層がある場合は、その層を排除した上で、擁壁、排水施設等の防災施設を確

実に設置すること。 

なお、自然斜面の平均傾斜度が 30 度未満である場合でも、土砂の流出又は崩壊

その他災害防止の観点から、必要に応じて、適切な防災施設を設置すること。 

 

2 排水施設の断面及び構造等について 

太陽光パネルの表面が平滑で一定の斜度があり、雨水が集まりやすいなどの太陽

光発電施設の特性を踏まえ、太陽光パネルから直接地表に落下する雨水等の影響を

考慮する必要があることから、雨水等の排水施設の断面及び構造等については、次

のとおりとする。 

 



(1)  排水施設の断面について 

地表が太陽光パネル等の不浸透性の材料で覆われる箇所については、表 11 のとお

り、排水施設の計画に用いる雨水流出量の算出に用いる流出係数を 0.9 から 1.0 ま

でとする。 

面積は加重平均したものを採用すること。 

表 11 

区分 

地表状態 

浸透能小 浸透能中 浸透能大 

(山岳地) (丘陵地) (平坦地) 

太陽光パネル設置箇所 1.0 0.9～1.0 0.9 

(2)  排水施設の構造等について 

排水施設の構造については、第２の(6)のイの規定に基づくほか、表面流を安全

に下流へ流下させるための排水施設の設置等の対策が適切に講ぜられていること。 

また、表面浸食に対しては、地表を流下する表面流を分散させるために必要な柵

工、筋工等の措置が適切に講ぜられていること及び地表を保護するために必要な伏

工等による植生の導入や物理的な被覆の措置が適切に講ぜられていること。 

 

３ 残置森林又は森林率について 

開発行為をしようとする森林の区域に残置し、若しくは造成する森林又は緑地の面

積の事業区域内の森林面積に対する割合及び森林の配置等は、表 12 のとおりとする。 

表 12 

開発行為の目的 残置森林率又は森林率 森 林 の 配 置 等 

工場､事業場の

設置（太陽光発

電設備の設置） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 事業区域内の開発行

為に係る森林の面積が 40

ヘクタール未満の場合

は、森林率はおおむね 25

パーセント（残置森林率

はおおむね 15 パーセン

ト）以上とする。 

 

２ 事業区域内の開発行

為に係る森林の面積が 40

ヘクタール以上の場合

は、残置森林率はおおむ

ね60パーセント以上とす

る。 

1  原則として周辺部に残置森林を配置する。ま

た、りょう線の一体性を維持するため、尾根部

については、原則として残置森林を配置する。 

2  開発行為に係る１箇所当たりの面積はおお

むね 20 ヘクタール以下とし、事業区域内にこ

れを複数造成する場合は、その間に幅おおむね

30 メートル以上の残置森林又は造成森林（た

だし、事業区域以内の開発行為に係る森林の面

積が 40 ヘクタール以上の場合は、４のとおり

全て残置森林）を配置する。 

3 事業区域内の開発行為に係る森林の面積が

20 ヘクタール以上 40 ヘクタール未満の場合

は、原則として周辺部におおむね 30 メートル

以上の残置森林又は造成森林（おおむね 30 メ



 

 

 

 

  

ートル以上の幅のうち一部又は全部は残置森

林）を配置することとする。 

4 事業区域内の開発行為に係る森林の面積が40

ヘクタール以上の場合は、原則として周辺部に

おおむね 30 メートル以上の残置森林を配置す

る。また、開発行為に係る森林の区域は、位置

の偏りが生じないようおおむね均等にこれを

配置し、開発行為に係る森林の区域の間やその

周辺部に十分な幅の残置森林を配置する。 

(注) 太陽光発電設備の「１箇所当たりの面積」とは、太陽光発電設備（当該設備に付帯す

る設備を含む。）又はその集団を設置するための開発行為に係る土地の区域面積を指すも

のとする。 

 

なお、４環境の保全において、残置森林又は造成森林は、善良に維持管理される

ことが明らかであることを許可基準としていることから、当該林地開発許可を審査

する際、林地開発許可後に採光を確保すること等を目的として残置森林又は造成森

林を過度に伐採することがないよう、あらかじめ、樹高や造成後の樹木の成長を考

慮した残置森林又は造成森林及び太陽光パネルの配置計画とするよう、申請者に併

せて指導すること。 

 

４ その他配慮事項 

このほか、次に掲げる事項について配慮することとする。 

1 住民説明会の実施等について 

太陽光発電設備の設置を目的とする開発行為については、防災や景観の観点か

ら、地域住民が懸念する事案があることから、申請者は、林地開発許可の申請の前

に住民説明会の実施等地域住民の理解を得るための取組を実施することが望まし

い。 

特に、採光を確保する目的で事業区域に隣接する森林の伐採を要求する申請者と

地域住民との間でトラブルが発生する事案があることから、申請者は、採光の問題

も含め、長期間にわたる太陽光発電事業期間中に発生する可能性のある問題への対

応について、住民説明会等を通じて地域住民と十分に話し合うことが望ましい。 

このため、当該林地開発許可の審査に当たり、以上の取組の実施状況について確

認すること。 

2 景観への配慮について 

太陽光発電設備の設置を目的とする開発行為をしようとする森林の区域が、市街

地、主要道路等からの良好な景観の維持に相当の悪影響を及ぼす位置にあり、か

つ、設置される施設の周辺に森林を残置し又は造成する措置を適切に講じたとして

もなお更に景観の維持のため十分な配慮が求められる場合にあっては、申請者が太



陽光パネルやフレーム等について地域の景観になじむ色彩等にするよう配慮するこ

とが望ましい。 

このため、当該林地開発許可の審査に当たり、必要に応じて、設置する施設の色

彩等を含め、景観に配慮した施行に努めるよう申請者に促すこと。 

3 地域の合意形成等を目的とした制度との連携について 

太陽光発電を含む再生可能エネルギー発電設備の設置に当たっては、農林漁業の

健全な発展と調和のとれた再生可能エネルギー電気の促進に関する法律（平成25年

法律第81号）や、地球温暖化対策の推進に関する法律（平成10年法律第117号）にお

いて、林地開発許可制度を含めた法令手続の特例と併せて、地域での計画策定と事

業実施に当たって協議会での合意形成の促進が措置されている。 

このため、太陽光発電設備の設置を目的とする林地開発に係る許可申請の相談が

あった際には、これらの枠組みを活用し協議会等を通じて地域との合意形成を図る

よう、必要に応じて申請者に促すこと。 

 

附  則 

この審査基準は、令和５年４月１日より施行する。 

 

附  則 

この審査基準は、令和８年７月１日より施行する。 

 


